
平成22年 3月 29日 判決言渡 同 日原本領収 裁 判所書記官

平成 19年 (行ウ)第 5号 `公金違法支出損害賠償請求事件

,ギ     ロ 頭弁論終結日 平 成 21年 11月 16日        1

石川県小松市

原     告     ~   ・

訴訟代理人弁護士    中    村    正    紀

同           松    山    悦    子

石川県小松市小馬出町91番 地

被     告   小 松 市 長  和 田 慣 司

訴訟代理人弁護士    山    腰        茂

ヽ ,       同
       西      徹   夫

… j            主
       文

1 被 告は,自 萌会に対し, 5万 9010円 を支払うよう請求せよ。

2 被 告は,自 松会に対し, 62万 4760円 を支払うよう請求せよ。

3 原 告のその余の請求をいずれも棄却する。

4 訴 訟費用は, 10分 し,そ の9を 原告の負担とし,そ の余は被告の

負担とする。

事 実 及 び 理 由

‐>   第 1 請 求

l1     1 被 告は,自 萌会に対し, 302万 9333円 及びこれに対する平成 19年 6

月 16日 (訴状送達の日の翌日)か ら支払済みまで年5分 の割合による金員を

支払うよう請求せよ。

2 被 告は, 自松会に対し, 631万 4693円 及びこれに対する平成 19年 6

月16日 (訴状送達の日の翌日)か ら支払済みまで年 5分 の割合による金員を

決半J
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…
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支払うよう請求せよ。

第2 事 案の概要

本件は,石 川県小松市の住民である原告が,小 松市から小松市議会における

会派である自萌会及び自松会に対して交付された平成 17年 度分の政務調査費

の上部が,小 松市議会政務調査費の交付に関する条例等が定める使途基準に違

反して使用された結果,上 記各会派は,使 途基準に違反する政務調査費の支出

相当額について不当に利得しており,かつ悪意の受益者であるなどと主張して,

地方自治法242条 の2第 1項 4号 前段に基づき,小 松市の執行機関である被

告に対し,不 当利得返還請求として,自 萌会に対し302万 9883円 及びこ

れに対する訴状送達の日の翌日である平成 19年 6月 16日 から支払済みまで

民法所定の年 5分 の割合による利息の支払を,自 松会に対し631万 4693

円及びこれに対する同日から支払済みまで民法所定の年 5分 の割合による利息

の支払を,そ れぞれ請求するよう求めた住民訴訟である。

1 関 係法条

(1)地方自治法

地方自治法 (平成 20年 法律第69号 による改正前のもの。以下同じ。以

下 「法」という。)10o条 13項 は,「普通地方公共団体は,条 例の定め

るところにより,そ の議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の二部

として,そ の議会における会派又は議員に対し,政 務調査費を交付すること

ができる。この場合において,当 該政務調査費の交付の対象,額 及び交付の

方法は,条 例で定めなければならない。」と規定し,同 条 14項 は,「前項

の政務調査費の交付を受けた会派又は議員は,条 例の定めるところにより,

当該政務調査費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。」

と規定している。

(2)条 例

小松市においては,法 100条 13項 , 14項 の規定に基づき,小 松市議
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会議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として,議 会における会派

に対し政務調査費を交付することに関し必要な事項を定めることを目的とし

て,小 松市議会政務調査費の交付に関する条例 (平成 13年 3月 23日 条例

第 19号 。ただし,平 成 20年 9月 9日条例第 30号 による改正前のもの。

以下同じ。以下 「本件条例」という。)が 制定されている。本件条例には以

下の規定がある。(甲4,乙 2)

ア 第 2条 (交付対象)

政務調査費は,小 松市議会議員が政務調査のために結成された会派 (所

属議員が 1人 の場合を含む。以下 「会派」という。)に 対して交付する。

イ 第 3条 (交付額及び交付の方法)

会派に対する政務調査費は,各 月1日 (以下 「基準日」という。)に お

ける当該会派の所属議員数に月額 7万 円を乗じて得た額を四半期ごとに交

付する。(第2項以下省略)

ウ 第 5条 (使途基準)

会派は,政 務調査費を別に定める使途基準 (以下 「本件使途基準」とい

う。)に 従って使用するものとし,市 政に関する調査研究に資するため必

要な経費以外のものに充ててはならない。

工 第 6条 (経理責任者)

会派は,政 務調査費に関する経理責任者を置かなければならない。

オ 第 7条 (収支報告書の提出)

政務調査費の交付を受けた会派の経理責任者は,様 式第 1号及び様式第

2号 により,政 務調査費に係る収入及び支出の報告書を作成し,議 長に提

出しなければならない。(第2項以下省略)

力 第 8条 (政務調査費の返還)

市長は,政 務調査費の交付を受けた会派がその年度において交付を受け

た政務調査費の総額から,当 該会派がその年度において市政の調査研究に
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資するため必要な経費として支出した総額を控除して残余がある場合,当

該残余の額に相当する額の政務調査費の返還を命ずることができる。

キ 第 10条 (委任)

この条例に定めるもののほか,政 務調査_4・の交付に関し必要な事項は,

議長が別に定める。

(3)規 程

小松市議会においては,本 件条例 10条 の委任により,本 件条例に基づき

交付される政務調査費について必要な事項を定めることを目的として,小 松

市議会政務調査費の交付に関する規程(平成 13年 4月 1日議会規程第 1号。

以下 「本件規程」といい,本 件条例と併せて 「本件条例等」という。)が 制

定されている。本件規程には以下の規定がある。(甲5,乙 3, 10)

ア 第 6条 (使途基準)

岡 第 1項 本 件条例第 5条 に規定する政務調査費の使途基準は,別 表第

1に掲げる項目ごとに概ね右欄に掲げるとおりとする。

1/F)第2項  政 務調査費は,次 の使途に充てることはできない。

(1)交 際的経費

(2)政 党本来の活動に関する経費

(3)後 援会活動及び選挙のための経費

イ 別 表第 1(第 6条 関係) 政 務調査費使途基準

別表のとおり

(4)施 行細則

小松市議会においては,本 件条例等に規定する使途に関して必要な事項を

定める施行細則として,小 松市議会政務調査費の運用に関する施行細則 (以

下 「本件施行細貝J」という。)カミ制定されている。(乙4)

2 前 提事実 (争いがないか,証 拠等 (各項末尾記載)に より明らかに認められ

る。)
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(1)当 事者等

ア 原 告は,小 松市の住民である。 (弁論の全趣旨)

イ 被 告は,小 松市の市長であり,法 242条 の 2第 1項 4号 所定の執行機

関である。

ウ 自 萌会及び自松会は,い ずれも小松市議会議員の会派である (以下,自   i

松会, 自萌会をあわせて 「本件各会派」という。)。

工 自 萌会

例  自 萌会には,平 成 17年 4月 1日 当時,舛 田金明議員,吉 田勇治議員,

北野一郎議員,表 靖二議員,飛 弾共栄議員の 5名 が所属 していた。

竹)平 成 17年 度の自萌会の代表者は舛田議員であり,経 理責任者は吉田

議員であった。

(乙6)

オ 自 松会

171 自松会には,平 成 17年 4月 1日 当時,西 憲二議員,武 田長平議員,

灰田昌典議員,久 木義則議員,北 出隆
一

議員,浅 野清利議員,橋 本康容

議員,川 崎順次議員,円 地仁志議員,宮 西健吉議員の 10名 が所属 して

いた。

仔)平 成 17年 度の自松会の代表者は西議員であり,経 理責任者は円地議

員であった。

(乙5)

(2)政 務調査費の交付

平成 17年 度において,小 松市長は,自 萌会に対 して合計 420万 円の政

務調査費を,自 松会に対 して合計 840万 円の政務調査費を,そ れぞれ交付

した。(甲 1～ 3,弁 論の全趣旨)

(3)本 件各会派の収支報告書

本件各会派は,小 松市議会議長に対 し,平 成 18年 4月 20日 ,そ れぞれ
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平成 17年 度政務調査費収支報告書 (以下 「本件報告書」という。)を 提出

した。その内容は以下のア,イ のとおりである。なお,本 件報告書には政務

調査費収支報告明細書 (以下 「本件明細書」という。)が 添付されている。

ア 自 萌会

例 収 入 政 務調査費420万 円

例 支 出 合 計443万 8498円 (内訳 ・研究研修費23方 44o3円 ,

調査旅費 117万 2316円 ,資 料作成費3万 5192円 ,資 料購入費

40万 7116円 ,広 報費26万 4000円 ,公 聴費 51万 円,人 件費

0円 ,事 務所費49万 5471円 ,そ の他の経費 132万 円)

(功 残 額 △ 23万 8498円

l‐l なお,本 件明細書によれば,そ の他の経費の内訳は,燃 料費 (ガソリ

ン代)72万 円,通 信運搬費 (電話料)60万 円である。

イ 自 松会          i

171 収入 政 務調査費840万 円

仔)支 出 合 計868万 5340円 (内訳 ・研究研修費36万 4480円 ,

調査旅費203万 0800円 ,資 料作成費48万 6584円 ,資 料購入

費94万 9056円 ,広 報費0円 ,公 聴費 166万 9750万 円,人 件

費0円 ,事務所費30万 3620円 ,その他の経費288万 1050円 )

(功 残 額 △ 28万 53'40円

l‐l なお,本 件明細書によれば,そ の他の経費の内訳は,燃 料費 (ガソリ

ン代)168万 円,通 信運搬費 (電話料)120万 円,そ の他 (手数料

1050円 )で ある。

〈甲1,2)

(4)住 民監査請求

原告は,平 成 19年 3月 80日 ,小 松市監査委員に対し,本 件各会派によ

る平成 17年 度分の政務調査費の支出のうち,上 記(3)記載のガソリン代と電
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話代は違法 ・不当に支出されたものであるとして,市 長に対し,本 件各会派

に対して上記支出に相当する金員を返還させることを勧告するよう求めて,

法 242条 1項 に基づき,監 査請求を行ったが (以下 「本件監査請求 1」 と

いう。),同 市監査委員は,同 年 5月 10日 ,本 件監査請求 1を棄却した。

( 甲3 )

(5)本 件各会派の解散

本件各会派は,小 松市議会の議員によって構成されているところ,本 件各

会派の各議員らは,同 年 5月 1日,任 期満了によりその身分を失った。

その後,同 月2日,統 一地方選挙により新しく選出された議員を構成員と

して,「自萌会」,「自松会」の名称で会派が結成され,同 日,そ れぞれ会派

届が小松市議会議長経由で小松市長に提出されている。

(弁論の全趣旨)

(6)本件訴訟提起

原告は,同 年6月 7日,本 件各会派による平成17年 度分の政務調査費の

支出のラち,ガ ソリン代と電話代に関する支出が違法 ・不当であるとして本

件訴訟を提起した。

(7)本 件訴訟提起後の住民監査請求

原告は,平 成 20年 6月 18日 ,小 松市監査委員に対し,本 件各会派によ

る平成 17年 度分の政務調査費の支出のうち,ガ ソリン代と電話代以外の支

出についても違法 ・不当に支出されたものであるとして,市 長に対し,本 件

各会派に対して上記支出に相当する金員を返還させることを勧告するよう求

めて,法 242条 1項 に基づく監査請求を行ったが (以下 「本件監査請求2」

という。),同 市監査委員は,同 年 7月 15日 ,本 件監査請求 2は 監査請求

期間を徒過しているとしてこれを却下した。

(甲36)

(8)訴 えの変更
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原告は,同 年 8月 10日 ,本 件各会派による平成 17年 度分の政務調査費

の支出のうち,ガ ソリン代と電話代以外の支出について請求を拡張した (以

下 「本件訴えの変更」という。)。

争点及び当事者の主張

(1)本 案前の答弁 (本件訴えの変更について)

(原告の主張)

ア 本 件訴えの変更の可否

本件訴えの変更は,当 事者や支出を問題としている相手方である会派に

変更はなく,従 来の請求と同十年度の政務調査費について支出が違法であ

るとする費目を追加するにすぎず,請 求の基礎には変更がないし,今 後の

訴訟手続の進行を遅滞させるような事情も存在しないから,可 能である。

イ 監 査請求前置

小松市監査委員は本件監査請求2を却下しているところ,同 監査請求は

以下の理由から監査請求期間を徒過したものとはいえず,適法であるから,

本件訴えの変更は監査請求前置の要請を満たしている。

171 原告は,本 件各会派及び所属議員が違法に政務調査費を支出したこと

について被告が不当利得返還請求権の行使を怠っていることを請求原因

とするものであるが,本 件不当利得返還請求権は,被 告の財務会計上の

行為自体から発生するものではなく,ま た,本 件各会派の支出が違法か

否かは監査委員の判断を経なければ被告の不当利得返還請求権が発生

し,行 使できない関係にあるから,法 242条 2項 の期間制限は適用さ

れない。

例 ま た,仮 に法 242条 2項が適用されるとしても,本 件監査請求2に

は,以 下のとおり,同 項ただし書に定める正当な理由が認められる。

すなわち,同 項ただし書にいう正当な理由とは,① 普通地方公共団体

の住民が相当の注意力をもって調査したときに客観的にみて当該行為を
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知ることができたかどうか,② 当該行為をすることができたと解される

ときから相当な期間内に監査請求をしたかどうかによって判断すべきと

ころ,①原告は従来から何回も情報公開請求をしてきたにもかかわらず,

全く資料が公開されず,本 件訴訟における文書送付嘱託により初めてこ

れが公開されたこと,② 原告において当該支出の存在を認識したのは,

文書送付嘱託の申立てにより領収書等が提出された後であり,そ の違法

性を認識したのは,本 件訴訟において支出の違法性を指摘した準備書面

3を提出した平成 20年 6月 9日 と解されるところ,住 民監査請求はそ

れから10日 以内の同月18日 付けでなされているから,相 当な期間内

に監査請求を行ったものとして,上 記正当な理由が認められる。

(功 し たがって,本 件監査請求 2は適法であり,本 件訴えの変更は監査請

求を前置している。

(被告の主張)

ア 訴 えの追加的変更の可否

従来の請求と同十年度の政務調査費であっても,費目を異にする場合は,

請求の基礎に変更があるから,本 件訴えの変更は許されない。

イ 監 査請求前置

本件訴えの変更に係る支出については,本 件監査請求2が監査請求期間

の徒過により却下されているところ,そ の判断は下記のとおり適法である

から,上 記部分は適法な監査請求を経ていない。

171 本件監査請求2が ,原 告が問題とする各支出の時点から,法 242条

2項で請求期間とされている1年 を経過した後になされたことは明らか

である。

竹)監 査結果から明らかなとおり,小 松市議会事務局においては,平 成 1

8年 9月 1日に請求人から政務調査費に関する領収書の開示請求があっ

たものの,議 会事務局は当該領収書を所持しなかったため公開せず,ま
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た本件各会派には原告からの領収書の開示請求がなかった。したがって,

原告主張の①の事実は存在しないし,早 期の法律関係の安定を図ろうと

する同条の趣旨に反することからも,正 当な理由は存在しない。

(功 し たがって,本 件監査請求2は不適法であり,本 件訴えの変更は監査

請求を前置しているとはいえない。

(2)本 件各会派による本件使途基準を逸脱する支出の有無

(原告の主張)

本件各会派は,本 件条例等の趣旨に則って適正に政務調査費を支出すべき

ところ,以 下のとおり;い ずれもその趣旨に反して本件使途基準を逸脱する

違法 ・不当な支出を行っているから,本 件各会派による政務調査費の支出は

いずれも法律上の原因を欠く。

政務調査費の支出は特定の政務調査活動に対応して支出されるものは適法

ということができるが,本 件各会派の支出報告書の記載内容からはそもそも

各支出が政務調査活動のためのものであったか否かについては全く不明であ

り,そ の点が明らかにされない限り,政 務調査活動以外に支出された可能性

は否定できず,支 出それ自体が本件使途基準を逸脱し違法である。

また,本 件各会派の政務調査費の各支出は,以 下のとおり,本 件使途基準

を逸脱しており違法である。なお,各 支出項目記載の各議員の支出内容及び

額については別紙一覧表記載のとおりである。

ア ガ ソリン代

171 ガソリン代については,原 則として領収書の添付を要し,領 収書の添

付がない場合は成果物の提示その他の資料等から支払の事実が推認でき

ることを要するとともに,原 則として利用区間及び用務内容を明らかに

しなければ違法と解すべきである。

そして,本 件各会派によるガソリン代に関する政務調査費の支出は,

個別の領収書が添付されておらず, 自らが作成した支払証明書に基づい
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て行われているから,上 記趣旨に照らして違法である。

例 ま た,政 務調査活動のためにガソリン代を支出したのであれば,活 動

の機会が毎月異なる以上,ガ ソリン代の額も毎月区々になってしかるべ

きであるし,仮に日常の通勤等のガソリン代との区別が困難であつても,

少なくとも給油ごとの個別の領収書を添付することは十分に可能であ

り,こ れを毎月一律 1万 5000円 として支出するのはおよそ政務調査

活動のための支出とはかけ離れており,合 理性がなく違法である。

(功 ガ ソリン代は,個 別具体的な政務調査活動に伴って支出される費用で

あるから,本 来は 「研究研修費」ないしは 「調査旅費」の中の 「交通費」

として支出されるべきであり,「その他の経費」で支出することは不合

理であるから,政 務調査費に関して個別具体的な使途基準を定めて支出

の透明性を確保しようとした趣旨に反し,使 途基準を逸脱した支出が推

測される。

イ 電 話代

171 電話代についても,ガ ソリン代同様,領 収書の添付又は成果物の提示

等が必要であるし,政 務調査活動に要した使用頻度,時 間等に接分した

上で支出されるべきである。

そしてぅ本件各会派による電話代に関する政務調査費の支出は,個 別

の領収書が添付されておらず,自 らが作成した支払証明書に基づいて行

われているから,上 記趣旨に照らして違法である。

働 ま た,電 話代についても,私 用の電話代と政務調査活動としての電話

代を区別することが困難であるものの,少 なくとも毎月の電話料金の明

細を添付することはできるし,ガ ソリン代と同様毎月区々の金額となっ

てしかるべきものを一律 1万 円として支出するというのはおよそ政務調

査活動のための支出とはかけ離れており,違 法である。

(功 前 記ア(功と同旨



ウ 交 通費

岡 タ クシーを含む公共交通機関の利用に係る経費,有 料道路代等につい

ては;原 則として利用区問及び用務内容の記載を要すると解すべきであ

る。

竹)久 木議員に対する政務調査費の支出のうち,タ クシー代及び有料道路

料金に関するものについては,単 に領収書の写しが添付されているのみ

でその利用区間や用務内容の記載が一切ないから違法である。

工 新 聞代

新聞は,原 則として各 1紙 を超えた部分を目的外として違法とすべきで

あるから,別 紙一覧表記載の各議員について,同 記載の各 1紙の新聞を除

く新聞代に係る政務調査費の支出は違法である。

オ 書 籍 (雑誌)代

浅野議員のMOA機 関誌,偉 人伝,岡 田茂吉遺作集,橋 本議員及び舛田

議員の雑誌代,飛 弾議員の百科事典は,書 籍の内容からしてそもそも本件

使途基準にいう 「会派の行う調査研究活動のために必要な図書,資 料」等

には該当せず,上 記各議員に対する 「資料購入費」としての政務調査費の

支出は違法である。

加えて,飛 弾議員の百科事典については全く同じ内容について自萌会自

身もその明細項目を挙げているところ,飛 弾議員個人名義の領収書は添付

されているものの,会 派名義の領収書は添付されていないから,不 自然な

二重計上が行われている。

また,橋 本議員の 「資料購入費」については,領 収書から書店名までは

分かるが,書 籍名が分からず,こ れだけでは議員活動に必要な書籍である

との証明にはなっておらず,同 議員に対する 「資料購入費」としての政務

調査費の支出は違法である。

さらに,本 件各会派も 「資料購入費」の項目で雑誌 「りぶる」の購入代
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金を支出しているところ,こ れは自由民主党女性局発行の雑誌の購入費用

で政党活動に関わるものであり,上 記の 「資料購入費」の要件に該当する

とは言い難いから違法である。

力 市 政報告会に関する支出

別紙一覧表のとおり,浅 野,橋 本,円 地,宮 西,西 ,北 出,灰 田,舛 田,

吉田,北 野各議員については市政報告会の経費として支出がなされている

が,そ もそもかかる活動は,各 議員個人の政治活動の域を出ないもので,

本件使途基準にいう 「会派が住民からの市政及び会派に政策等に対する要

望,意 見を吸収するための会議等」として認められるだけの実体を伴って

いるかどうかについては根本的な疑間がある。

また,い ずれの会派についても領収書と一体となった市政報告会復命書

に,必 要事項を手書きで書き込んだ上提出されているところ,こ のような

会は,各回ごとに場所や参加人数が異なるから,会場の賃借料や茶菓子代,

印刷費も毎回異なるはずであるにもかかわらず,領収書には既に「¥30,

000T」 と印刷してあり,こ のような一律の費用支出を認めるのは,実

費弁償という政務調査費の支出のあり方に違反し違法である。

キ 備 品代 (事務費)

備品の購入については,パ ソコン,プ リンター等調査研究に係る事務に

使用する物品を除き,冷 蔵庫,電 子レンジ等事務所の環境整備に係る物品

については目的外の支出と解すべきであり,通信費は政務調査活動に要し

た使用頻度,時 間等により接分すべきである。

そうすると,自 萌会のテレビ,テ レビ台,冷 蔵庫に関する支出は,上 記

解釈に反して明らかに違法である。

また,浅 野議員のパソコン代,宮 西議員のパソコン部品代,北 野議員の

棚代,表議員のパソコン代,飛弾議員の複写機代は,上記解釈に反する上,

これらの備品をもっぱら政務調査活動にのみ使用していることは考えられ
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ず,私 用等に使用している可能性も高い以上,上 記各議員に対する上記代

金に係る政務調査費の支出は違法である。

そして,こ れらの支出のうち自萌会所属の北野,表 ,飛 弾各議員の支出

については,全 く同じ内容について自萌会自身もその明細に項目を挙げて

いるところ,各 議員個人の領収書は添付されているものの,会 派名義の領

収書は添付されてぃないことから,こ のような不自然な経費の二重計上の

経緯が明らかにされる必要がある。

さらに,円 地議員のプロバイダー接続料については,政 務調査費に要し

た使用頻度,時 間等が判然としないことから違法である。

加えて,久 木議員の通信費については,領 収書を見る限り支出先は仕出

弁当屋であることからすれば,使 途を誤った支出として違法である。

ク 視 察研修 (調査)費

視祭研修費については調査報告書等の成果物の確認ができることを要す

ると解すべきであり,研 修会,後 援会等の内容が政務調査と関連のないも

の,個 人の資格取往等のための講座受講料は目的外支出として違法と解す

べきである。

そして,川崎議員の現地調査 (7回 ),宮西議員の視察研修費 (板津町),

自萌会の視祭費 (つくば市)は ,上 記の基準を逸脱するか判然とせず,こ

れらに関する政務調査費の支出は違法である。

また,久木,宮 西,北 出,灰 田各議員については,別紙一覧表のとおり,

現地調査費日当として一日あたり3000円 の支出を受けているが,議 員

としての報酬を受領しながら別途日当を受領するというのは,給 与の二重

払ともいうべき実態であり,違 法である。

さらに,吉 田議員の英会話受講費については,個 人の資格取得等の講座

受講料に該当すると考えられるから,こ れに対する政務調査費の支出は違

法である。
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ケ 資 料作成費

武田議員の 「資料作成費」は,そ の成果物を見る限り,本 件使途基準に

いう 「会派の行う調査研究活動のために必要な資料」というよりも,議 員

個人の活動報告に関する資料というべきものであり,こ れに対する政務調

査費の支出は違法である。

コ そ の他

まず,食 糧費については,会 議参加のための弁当代等の飲食代は150

0円 を超える部分について違法と解すべきであり,自 松会の食事代 2万 2

000円 ,自 萌会の食事代 2万 5000円 については違法である。

そして,自 松会によるゴム印購入のための支出は違法である。

(被告の主張)

本件各支出はいずれも相当かつ正当な政務調査費の支出であつて,返 還を

要すべきものとはいえず,原 告の主張は失当である。

地方議会の議員は市政の向上と発展のために継続して日祭日,昼 夜を分け

ず調査研究活動を行うことが期待されており,そ の調査研究の対象は広範囲

に及び,そ の方法も多様である。このような立場にある議員にとって,市 民

との交流す接触については単に懇親,娯 楽といった一見して明らかに私人と

しての接触というべきものを除いてその多くが議員活動そのものであり,少

なくとも議員としての活動と私人としての活動が不可分,密 接に混在したも

のというべきである。そして, このような議員活動の性質からすれば,議 員

の各支出は,そ れが格別自己のための費消と明白に認められるものを除き,

政務調査に要した費用として適法かつ相当と認めるべきである。

また,会 派の市政に関連する調査研究は,も とよりその範囲が特定かつ具

体的な課題に限られる訳ではなく,広範な分野での研究や研修,調査,視察,

資料購入を随時行うことにより,議員個々人の見識,教養を培わせることが,

ひいては会派や議員活動の活性化につながることとなるのであるから,政 務
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調査費の使用については抽象的に会派活動の一環として広範な裁量が認めら

れてしかるべきであるし,直 ちに具体的に調査研究したことの成果を出すの

を求められるものではない。

そして,本 件各会派による各支出は下記のとおり適法かつ妥当なものであ

ガソリン代

例 ガ ソリン代はその性質上,自 己費消と公的費消の区分を付け難い支出

項目であることから,そ の取扱いについて支払証明書がその証明方法と

されているのであり,こ れに区問,用 務内容の記載はないものの,上 記

議員の立場や政務調査活動の性質からして各議員が相当額を計上したと

認めることができる。

そして,本 件各会派に属する議員のうち自家用車を利用する者に限っ

て,毎 月 1万 5000円 を計上することは支出の多寡において実態とか

け離れたものとはいえずす常識の範囲内の適切な額といえるから,適 法

かつ妥当な支出である。

仔)ガ ソリン代は,本 件規程により定められた支出科目 (合計9項 目)の

うち 5項 目,つ まり 「研究研修費」,「調査旅費」,「資料購入費」,「広

報費」及び 「公聴費」の中のさらに31項 目にわたる細項目相互間と一

部重複する部分があることから,経理処理として,これらを概括的に「そ

の他の経費」の項目中の細項目 「5 燃 料費 (1)ガソリン代」として計

上したものであり,こ れは経理処理上,合 理性,明 稚性を有する。

イ 電 話代

1/1 電話代についてもガソリン代と同一の性質を有するから,適 法かつ妥

当な支出である。

仔)電 話代は,本 件規程により定められた支出科目 (合計9項 目)の うち

5項 目,つ まり 「研究研修費」,「調査旅費」,「資料購入費」,「広報費」
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及び 「公聴費」の中のさらに31項 目にわたる細項目相互間と一部重複

する部分があることから,経 理処理として,こ れらを概括的に 「その他

の経費」の項目中の細項目 「9 通 信運搬費 (2)電 話料」として計上

したものであり,こ れは経理処理上,合 理性)明 権性を有する。

ウ 交 通費

議員活動には毎月各種会合や懇談会,定 期的な総会などに出席し,時 代

の動きや業界の実態などを情報収集し,意 見交換などを行い,政 策立案や

提言に反映させることが多く,当 該年度については久木議員が記憶する限

り,商 店街等の業界団体との意見交換会,社 会福祉団体等の福祉行政,保

育行政関係者との政策懇談会,地 域町内会等との懇談を行った。

そして,計 上したタクシー代は上記の活動に対し使用したもので分類上

調査費としたものであるが,個 々の利用先,日 時については数年経過して

いるため不明である。

工 新 聞代

原告の主張は争う。

オ 書 籍 (雑誌)代

市議会議員として施策の提案や関係団体等に対する説明は重要であり,

各議員は日常活動においても関係情報や新しい施策情報,取 組み等につい

ての情報収集に努めている。そして,書 籍代は,各 施策の調査研究に関連

して,あ るいは各種団体との協議等に際し,参 考資料として購入した図書

や書籍の費用である。

舛田議員については,購 入が数年前である等の理由から図書名などの詳

細については不明である。

橋本議員については以下のとおり書籍名の判明しているもの (計5万 7

780円 )も あるが,そ の他については書籍名は不明である。

新地方自治ハンドブック (行財政偏)・4500円 ,新 地方自治ハンド
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ブック (制度偏)・ 4500円 ,小 松市資料編 (曳山偏,水 運偏)。 1万

円 (各5000円 ),輪 島市追憶の構図 ・5800円 ,公 共事業必要論 ・

1500円 ,自 治体破産 。1300円 ,里 山を考える101の ヒント・1

400円 ,森 林の 100不 思議 ・1200円 ,上 の 100不 思議 ・120

0円 ,虫 の100不 思議 ・1200円 ,森 の形,森 の仕事 ・3200円 ,

北陸の植物雑記 ・20oo円 ,樹 木図鑑 ・6000円 ,牧 野日本植物図鑑

。1万 3980円 (各4660円 )

力及びキ 市 政報告会に関する支出 ・備品代 (事務費)

原告の主張は争う。

ク 視 祭研修 (調査)費

自萌会の視祭費については,市 政の諸課題について,会 派として調査研

究に取り組むため,平 成 17年 4月 25日 から同月27日 まで,財 政再建

と行政改革を調査目的とし,視 察先として先進的に取り組む茨城県つくば

市を選定して視察を行い,担 当者から取組みについて詳細な説明を受ける

など有意義な内容であって,そ の結果は復命書に記載したとおりである。

ケ 資 料作成費

武田議員の 「資料作成費」は,市 政に関する調査研究の一環として作成

した資料に要した経費である。議員活動として各町内会や学校PTA,婦

人団体,社会福祉団体,基地周辺地域など各種の団体等との意見交換会が

あるところ,こ のような会合では,市 政の概要等の説明が求められる場合

が多々あり,意 見交換を通して関係者団体等の意見,要 望等を把握するこ

ともできるため,議 員活動としても重要である。作成した資料は,当 時は

福祉や介護,看 護師グループ等との会合等もあり, これまでに調査してき

た福祉関係事業等の関係資料を整理し,編 集したものでその内容は福祉関

係施策に関する小松市の現状と施策の概要,他 市との比較などをまとめた

ものである。
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コ そ の他

自萌会の食事代については,会 派は政務調査のため随時協議会を開催し

ており)当面の施策課題に関する現状把握,施策の適否等についての分析,

先進施策の調査等についての協議,検 討を行っているところ,上 記食事代

はこれに伴うものである。

当裁判所の判断

本案前の答弁について

(1)訴 えの変更の可否 (争点(1)ア)に ついて

本件訴えの変更については民事訴訟法 143条 の要件を満たす必要がある

ところ (法242条 の2第 11項 ,行政事件訴訟法43条 3項 ,41条 2項 ,

19条 2項 ),本 件では訴えの変更の前後を通じて本件各会派に対して交付

された平成 17年 度の政務調査費に係る支出について,本 件使途基準違反が

認められるか否かを審理することになるのであるから請求の基礎の同丁性は

認められる。

また,本 件訴えの変更により審理の対象となる支出項目が増え,こ れにつ

いて当事者双方の新たな主張を要することにはなるが,こ れにより訴訟手続

を著しく遅延させることになるとは認められない。

よって,本 件訴えの変更は適法である。

(2)監 査請求前置 (争点(1)イ)に ついて

法 242条 2項本文は,監 査請求の対象事項のうち財務会計上の行為につ

いては,当 該行為があった日又は終わった日から1年 を経過したときは監査

請求をすることができないと規定しているが,上 記の対象事項のうち同条 1

項にいう怠る事実については,こ のような期間制限は規定されておらず;怠

る事実が存在する限りはこれを制限しないこととするものと解されるが,特

定の財務会計上の行為が財務会計法規に違反して違法であるか又はこれが違

法であって無効であるからこそ発生する実体法上の請求権の行使を怠る事実
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ダ

を対象として監査請求がされた場合には,当 該行為のあった日又は終わった

日を基準として同項を適用すべきものである (最高裁平成 14年 7月 2日第

二小法延判決 ・民集 56巻 6号 1049頁 参照)。

本件において,原 告は,本 件各会派が違法に政務調査費を支出したことに

より発生した不当利得返還請求権の行使を怠る事実を財務会計行為として主

張するところ,上 記請求権は本件各会派による支出が本件使途基準から逸脱

して違法であることにより発生するものであり,特 定の財務会計上の行為が

財務会計法規に違反して違法であるか又はこれが違法であって無効であるこ

とから発生するものではないというべきであるから,上 記怠る事実について

は監査請求期間の適用はない。

そうすると,本 件監査請求 2は適法であり,小 松市監査委員はこれを不適

法として却下しているが,こ の場合でも本件監査請求 2を行った原告は適法

な住民監査請求を経たものとして,直 ちに住民訴訟を提起することができる

と解すべきである (最高裁平成 10年 12月 18日 第二小法延判決 ・民集 5

2巻 9号 2039頁 参照)。

したがって,本 件訴えの変更が監査請求前置を欠くとする被告の主張は理

由がない。

(3)そ して,本 件訴えの変更は,先 に認定したとおり,平 成20年 7月 15日

付けの監査結果通知から30日 以内である同年 8月 10日 になされており,

法 242条 の2第 2項 1号が規定する出訴期間を遵守している。

2 本 件各会派による本件使途基準を逸脱する支出の有無 (争点(2》について

(1)法 100条 13項 , 14項 の規定による政務調査費の制度は,地 方分権の

推進を図るための関係法律の整備等に関する法律の施行により,地 方公共団

体の自己決定権や自己責任が拡大し,そ の議会の担う役割がますます重要な

ものとなってきていることにかんがみ,議 会の審議能力を強化し,議 員の調

査研究活動の基盤の充実を図るため,議 会における会派又は議員に対する調
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査研究の費用等の助成を制度化し,併 せてその使途の透明性を確保しようと

したものである (最高裁平成 17年 11月 10日 第一小法廷決定 ・民集 59

巻 9号 2503頁 参照)。

そして,小 松市は,法 100条 13項 を受けて本件条711を制定し,会 派は

本件使途基準に従って政務調査費を使用するものとし,市 政に関する調査研

究に資するために必要な経費以外のものに充ててはならないとされ (本件条

例 5条 ),小 松市議会は本件規程で本件使途基準を定めている。また,本 件

条例は,法 100条 14項 を受けて,政 務調査費の交付を受けた会派の経理

責任者が,所 定の様式による政務調査費に係る収入及び支出の報告書を作成

して議長に提出しなければならない旨規定する (7条 )。

これらの各規定の趣旨に照らすと,会 派が本件使途基準に定める基準に反

する使途に政務調査費を支出した場合には,そ の支出は違法となり,当 該会

派は当該支出に係る政務調査費相当額を不当に利得したものというべきであ

るから,当 該会派は,不 当利得返還義務として,本 件使途基準に反する使途

に支出した政務調査費相当額を返還する義務を負う。

(2)各 支出自体の違法性について

ア ガ ソリン代

後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば,平成 17年 度の政務調査費から,

本件使途基準に定める 「その他の経費」に該当する支出として,① 自萌会

は,吉 田,北 野,表 ,飛 弾各議員に対し (甲32の 1・ 5,33の 1・ 5,

34の 1・ 3, 35の 1・ 4),② 自松会は,久 木,浅 野,橋 本,川 崎,

円地,宮 西,西 ,武 田,北 出,灰 田各議員に対し (甲19の 1・ 8, 20

の 1・ 8,21の 1・ 5,22の 1・ 9,23の 1・ 5,24の 1,7,

26の 1・ 3, 27の 1・ 3, 28の 1・ 5, 29の 1・ 7),い ずれも

平成 17年 4月 から平成 18年 3月 までの間に,そ れぞれ 1か月当たり月

1万 5000円 ,浅 野議員については平成 17年 12月 から平成 18年 3
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月分までの計6万 円,そ の他の議員については年間で計18万 円のガソリ

ン代を支払ったことが認められる。

そして,証 拠 (乙7～ 9)及 び弁論の全趣旨によれば,本 件においてガ

ソリン代の支払を受けた議員はいずれも自家用車を使用しており,こ れを

調査研究活動にも用いていることが窺われるところ,自 家用車により政務

調査を行う議員に対して,ガ ソリン代について逐一領収書を提出させるこ

とも可能であるが,そ の事務が煩雑になる上,性 質上,私 生活上の使用と

政務調査による使用とを明確に区別できない以上,前 記領収書を提出させ

たところで実効性をもって使途を確認することはできないと解されること

からすれば,実費精算方式ではなく,一定額をガソリン代として支払う方

法を採用することが不合理とまではいえないし,調 査研究に要する議員一

人あた りのガソリン代として, 1か 月当た り1万 5000円 という額が不

当に過大な額ということもできない。

また,以 上の事情によれば,ガ ソリン代を使用 目的ごとに分類せず,包

括的に本件使途基準の 「その他の経費」に該当するとした処理も,経 理上

不合理とまではいえず,本 件条例等で明確に禁止されているともいえない

のであるから,そ れをもって,前 記支出が違法であると推認すること歩で

きず,他 に前記支出が本件使途基準に違反すると認めるに足りる証拠はな

い 。

以上によれば本件各会派の上記各議員に対するガソリン代の支出が本件

使途基準に違反して違法であるとは認めるに足りない。

イ 電 話代

後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば,平成17年 度の政務調査費から,

本件使途基準に定める 「その他の経費」に該当する支出として,① 自萌会

は,そ の所属の5議員に対し (甲31の 1・ 4, 32の 1・ 5, 33の 1

・5, 34の 1・ 3, 35の 1・ 4),② 自松会は,久 木,橋 本,川 崎,
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円地,宮 西,西 ,武 田,北 出,灰 田各議員に対 し (甲19の 1・ 8, 21

の 1・ 5, 22の 1・ 9, 23の 1・ 5, 24の 1・ 7, 26の 1・ 3,

27の 1・ 3, 28の 1・ 5, 29の 1・ 7),そ れぞれ平成 17年 4月

から平成 18年 3月 までの間に,そ れぞれ 1か 月当た り1万 円,年 間で 1

2万 円の電話代を支払ったことが認められる。

そ して,電 話の使用 も議員の調査研究活動に伴い当然必要となることは

明らかであるが,電 話代についてもガソリン代と同様,私 生活上の使用と

政務調査による使用とを明確に区別させることは容易ではないか ら,議 員

に対 して一定額 を支払 う方法を採用することが不合理 とまではいえない

し,調 査研究に要する議員
一人当た りの電話代として, 1か 月当た り1万

円という額が不当に過大な額ということもできない。

また,以 上の事情からすれば,電 話代を使用目的ごとに分類せずに,包

括的に本件使途基準における 「その他の経費」に該当するとした処理も経

理上不合理とはいえず,本 件条例等で禁止されているともいえないのであ

るから,そ れをもって,前 記支出が違法であると推認することもできず,

他に前記支出が本件使途基準に違反すると認めるに足りる証拠はない。

したがつて,本 件各会派の上記各議員に対する電話代の支出が本件使途

基準に違反して違法であるとは認めるに足りない。

ウ 交 通費 (久木議員)

例 証 拠 (甲19の 1・ 3・ 4,40の 1～ 15,41の 1～ 28)及 び

弁論の全趣旨によれば,久 木議員は,平 成 17年 11月 5日から平成 1

8年 3月 31日 までの間,タクシー代として12万 7260円 を支払い,

平成 17年 4月 20日 から平成 18年 3月 25日 までの間,高 速道路及

び有料道路の料金として 1万 3750円 を支払ったこと,自 松会は,平

成 17年 度の政務調査費から,本 件使途基準に定める 「調査旅費」とし
｀

て,久 木議員に対し,上 記 12万 7260円 及び 1万 3750円 を支払
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つたことが認められる。

仔)議 員の調査研究に必要な現地調査等のために,タクシーを利用したり,

自動車で高速道路 ・有料道路を運転することは必要であるといえ,タ ク

シー代,高 速道路 ・有料道路料金は,い ずれも本件使途基準にいう 「調

査旅費」に該当する可能性がある。

この点,原 告は,久 木議員の上記支出についてその利用区間や用務内

容の記載が丁切ないことから,こ れに対する政務調査費の支出を違法と

主張するが,確 かに,一 般的にこのような記載を欠くことのみで直ちに

これらが実際に調査研究活動に使用されていないと推認することは困難

というべきである。

しかし,証 拠 (甲19の 1・ 3・ 4,40の 1～ 15, 41の 1～ 2

8)に よれば, 1回 当たりのタクシー代として 1万 円を超える支出が相

当数認められるところ,前 述のとおり,久 木議員には,政 務調査費とし

て別途一定額のガソリン代 (ガソリン価格を1リ ットル 120円 ,燃 費

を1リ ットルあたり8キ ロメー トルで計算したとすると,月 1000キ

ロメー トル走行できる計算となる。)が 支給されるとともに,高 速道路

の使用も認められていることに照らせば,仮 に, 自家用車の使用が困難

な前記現地調査等のためタクシーを利用してそれを政務調査費から支出

する場合には,そ の具体的な内容を明らかにするか,そ れを裏付ける資

料を提出すべきであるが,こ の点,被 告においては,前 記第2の 3(2)の

被告の主張ウのとおり主張するに止まり,何 らそれらの具体的事情につ

いて明らかにしないし,資 料も提出していない上,定 額のガソリン代の

支給を受けている議員であっても,タ クシーの領収書の添付しさえすれ

ば,そ の具体的な使途等を明らかにしなくても政務調査費の支出として

認められることになれば,タ クシー代の支出に特段上限が設定されてお

らず,住 民の側でその目的外使用を具体的に主張立証することも困難で
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ある以上,政 務調査活動以外の目的の支出,す なわち,議 員の私的なタ

クシーの利用や第三者によるタクシーの利用の混入を防止することはで

きなくなることに鑑みれば,久 木議員の前記タクシー代の支出は,仮 に

政務調査活動のために使用されたとしてもその具体的な立証がない以

上,定 額で支給を受けているガソリン代に加えて支出を必要とするもの

とは認められないというべきである。

したがつて,自 松会の久木議員に対する上記支出のうち,タ クシー代

の支出は本件使途基準に違反して違法であるというべきであるが,そ の

余の支出については違法とは認めるに足りない。  '

工 新 聞代

例 証 拠 (甲19の 1・ 5, 20及 び21の 各 1, 2, 23の 1・ 2, 2

4の 1・ 4, 28の 1・ 2, 29の 1・ 5, 32の 1・ 2, 33の 1・

3)に よれば,① 自萌会は,平 成 17年 度の政務調査費から,本 件使途

基準に定める 「資料購入費」として,北 野議員に対して 11万 9592

円,吉 田議員に対して8万 4488円 の新聞購読料を支出し,② 自松会

は,平 成 17年 度の政務調査費から,本 件使途基準に定める 「資料購入

費」として,久 木議員に対して6万 6360円 ,浅 野議員に対して5万

5496円 ,橋 本議員に対して6万 7582円 ,円 地議員に対して8万

3339円 ,宮 西議員に対して 10万 5505円 ,北 出議員に対して9

万 1320円 ,灰 田議員に対して9万 1884円 の新聞購読料を支出し

たことが認められ,上 記新聞の購読料は,い ずれも本件使途基準にいう

「資料購入費」にあたるというべきである。

仔)こ の点,上 記各証拠によれば,上 記各議員に対して支払われた新聞購

読料は,各 議員が購読する複数の新聞に関するものであることが認めら

れるところ,原 告は,政 務調査費から支出する新聞購読料は原貝Jとして

1紙分に限られるべきと主張する。
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しかし,新 聞は政治,経 済,社 会等,議 員が日々の政務調査活動や議

員活動を行うに際して必要な情報が掲載されている上,全 国紙か地方紙

かの違いやその編集方針等によって新聞ごとに各分野に関する専門性の

程度や情報量等を異にするのであり,このような新聞の性質からすれば,

議員が複数の新聞を購読することが不合理であるとはいえず,政 務調査

費から支出することができる新聞を1紙 に限定しなければならないとは

いえない。

したがって,本 件各会派の上記各議員に対する新聞購読料の支出が本

件使途基準に違反して違法であるとは認めるに足りない。

オ 書 籍 (雑誌)代

171 証拠 (各項末尾記載)及 び弁論の全趣旨によれば,以 下の事実が認め

られる。

a 浅 野議員は,平 成 17年 10月 1日 ,「MOA季 関誌」 1年分の購

読料として 1万 2000円 を,同 年 9月 30日 ,「日本産業界の隠れ

た偉人を発掘」 10冊 分の代金として3万 円を,同 年 6月 1日 ,書 籍

「光の宝寿岡田茂吉ご遺作集」の代金として5万 円を,そ れぞれ支払

い,自 松会は,浅 野議員に対し,平 成 17年 度の政務調査費から,本

件使途基準に定める 「資料購入費」として,上 記書籍等の代金合計額

9万 2000円 を支出した。(甲20の 1・ 3, 4)

b 飛 弾議員は,平 成 17年 6月 27日 ,「書府太郎」を購入して3万

9900円 を支払い,自 萌会は,飛 弾議員に対し,平 成 17年 度の政

務調査費から,本 件使途基準に定める 「資料購入費」として3万 99

00円 を支出した。(甲35の 1・ 2)

なお,原 告は,自 萌会も前記書籍を二重に計上していると主張する

が,証 拠 (甲1, 30及 び31の 1, 33な いし35の 各 1)に よれ

ば,自 萌会が前記書籍を二重に計上して支出していないことは明らか
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である。

c 橋 本議員は,平 成 17年 4月 25日 から平成 18年 3月 30日 まで

の間,書 店に対して合計 15万 3460円 を支払い,自 松会は,橋 本

議員に対し,平 成 17年 度の政務調査費から,本 件使途基準に定める

「資料購入費」として 15万 3460円 を支出した。

(甲2ヽ1の 1・ 4,42の 1～ 12)

d 舛 田議員は,平 成 17年 4月 2日 から平成 18年 2月 18日 までの

間,書 店から書籍等を購入して合計5万 7366円 を支払い,自 萌会

は,舛 田議員に対し,平 成 17年 度の政務調査費から,本 件使途基準

に定める 「資料購入費」として5万 7366円 を支出したる

なお,上 記の書籍等のうち,題 名が明らかになっているものは次の

とおりである。

「ITの 踊り」,「すごい会議」,「次にくる波」,「政財界メッタキ

リ」,「老兵は死なず」,「異才の改革者渡辺華山」,「病気にならない

生き方」,「風の良寛」,「預金封鎖」,「まちづくりと景観」,「談合業

務課■現場から見た官民癒着」,「政治と情念権力」,「金 ・だまされ

るな !郵政…・」,「知識ゼロから三大宗教入門」,「虚構大学」,「最後

の2年」
今

(甲31の 1・ 2, 39の 1～ 12)

竹)浅 野議員に対する支出について

市政に関する調査研究活動は広範,多 岐にわたり,こ れに伴う議員の

情報収集についても多角的に行われる必要があると解されるところ,先

に認定した書籍等の題名のみでは,各 書籍等が政務調査活動と関連を有

しないとは直ちに認められない。そして,原 告は,上 記各書籍等が 「会

派の行う調査研究活動のために必要な図書,資 料」に該当しない旨主張

するものの,そ の具体的内容に照らしてなぜ該当しないのかについて主
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張立証していない。

したがって,浅 野議員に対する自松会の前記支出が本件使途基準に違

反して違法であると認めるに足りない。

lpl 橋本議員,舛 田議員に対する支出

橋本議員による上記支出は,領 収書には具体的な書籍名が記載されて

おらず (甲42の 1～ 12),舛 田議員の支出については題名が判明し

ているもののほかは雑誌又は文芸書,ビ ジネス書,実 用書などと記載さ

れ (甲39の 1(左 )(中 ), 39の 2(中 )。(右), 39の 3(左 )(中 ),

39の 4(中 )(右 ),39の 6,39の 7,39の 8,39の 9,3

9の 10(中 )(右 ), 39の 11(中 ), 39の 12(左 )),具 体的な

書籍名は証拠上明らかではない。

しかし,先 に認定した購入先からしてそれが書籍代として支出された

ものであることが認められるし,上 記のとおり,市 政に関する調査研究

活動が広範なものであることや,橋 本議員の支出については被告が一部

ではあるが,購 入した書籍名を主張しているところ,そ の書籍名等から

してそれが政務調査活動との関連性を欠くとまでは言えないことを併せ

て考慮すれば上記書籍が会派の政務調査活動と無関係であるとまではい

えない。

また,舛 田議員については,先 に認定したとおり,一 部の書籍につい

て題名が明らかになっているところ,そ の題名からしてこれらの書籍が

政務調査費と無関係ということはできない。

したがって,橋 本,舛 田議員に対する本件各会派の上記書籍 (雑誌)

代の支出を違法と認めるに足りない。

l‐l 本件各会派による支出について

前記の雑誌 「りぶる」の購入代金は,こ れが政党の発行する雑誌であ

ることからすれば,本 件使途基準の 「資料購入費」にあたると解するこ
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とができる。                      4

原告は,雑 誌 「りぶる」が自由民主党の発行であることから,「会派

の行う調査研究活動のために必要な図書,資 料等の購入に要する経費」

に該当しない旨主張するが,仮 にこれが特定の政党等の方針や施策を内

容に含むとしても,そ のことから直ちに会派の調査研究活動に関連しな

いとはいえない。

したがって,本 件各会派の雑誌 「りぶる」購入に係る政務調査費の支

出が,本 件使途基準に違反して違法であるとは認めるに足りない。

力 市 政報告会に関する支出

171 証拠 (甲20の 1・ 6, 21及 び 23の 各 1・ 3, 24の 1・ 5, 2

6の 1・ 2, 28の 1・ 3, 29の 1・ 6, 31の 1・ 3, 32の 1・

3, 33の 1・ 2)及 び弁論の全趣旨によれば,本 件各会派は,そ の所

属議員が市政報告会を開催するごとに,議 員から市政報告会復命書の提

出を受けた上で,茶 菓子代 1万 円,資 料等印刷代 1万円及び会場借上料

1万 円の合計3万 円を政務調査費から支出することとしており,平 成 1

7年度の政務調査費から,① 自萌会は,舛 田議員に対して36万 円,吉

田議員に対して9万 円,北 野議員に対して6万 円を,② 自松会は,浅 野

議員に対して21万 円,橋 本議員に対して 18万 円,円 地議員に対して

21万 円,宮 西議員に対して 18万 円,西 議員に対して 12万 円,北 出

議員に対して36万 円,灰 田議員に対して 15万 円を,そ れぞれ本件使

途基準に定める 「公聴費」として支出したことが認められる。

竹)上 記の市政報告会に関する議員に対する政務調査費の支出は,い ずれ

も本件使途基準にいう 「公聴費」の内容に合致するというべきである。

原告は,こ れらの市政報告会が各議員個人の政治活動の域を出ないと

主張するが,上 記例に掲記した証拠によれば,各 議員が提出した市政報

告会復命書において,各 報告会の月日,場 所,参 加人数,内 容書を記載
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しているところ,こ れらの記載に照らせば,上 記市政報告会は 「会派が

住民からの市政及び会派に政策等に対する要望,意 見を吸収するための

会議等」に該当しないと認めることはできない。

また,原 告は,一 律3万円の支出は実費弁償に反すると主張するとこ

ろ,議 員の開催する市政報告会に要する会場費,印 刷費,茶 菓子代は,

それぞれの会の形式や規模,こ れを行う会場)参 加人数によって異なっ

てくるが,会 合ごとに上記費用に著しい違いが生じるとは解されず,そ

れらの領収書等をすべて添付するのは事務が煩雑になることを考慮する

と,費 用を一律に支払うことが不合理であるとはいえず, 1回につき3

万円という金額も,そ の趣旨に照らして過大で不合理であるとはいえな

い b

したがって,本 件各会派による市政報告会に関する政務調査費の支出

が本件使途基準に違反して違法であるとは認めるに足りない。

キ 備 品代 (事務費)

例 自 萌会による支出,浅 野,宮 西各議員に対する支出について

a 証 拠 (各項末尾記載)及 び弁論の全趣旨によれば,以 下の事実が認

められるる

0 自 萌会は,平 成 17年 6月 30日 ,テ レビ,テ レビ台及び冷蔵庫

を購入し,平成 17年 度政務調査費から,本件使途基準に定める「事

務所費」として 10万 0300円 を支出した。(甲30の 1・ 3)

(b)浅 野議員は,平 成 18年 2月 11日 ,ノ ートパソコンを購入して

14万 4690円 を支払い,自 松会は,浅 野議員に対し,平 成 17

年度政務調査費から,本 件使途基準に定める 「事務所費」として 1

4万 4690円 を支出した。(甲20の 1, 7)

(c)宮 西議員は,平 成 17年 12月 16日 ,パ ソコン組立用の部品を

購入して合計3万 9870円 を支払い,自松会は,宮西議員に対し,
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平成 17年 度政務調査費から,本 件使途基準に定める 「事務所費」

として3万 9870円 を支出した。(甲24の 1・ 6)

b 上 記で認定した自萌会,浅 野,宮 西各議員による事務機,事 務用品

等の購入費用は,い ずれも本件使途基準にいう 「事務所費」にあたる

というべきである。

原告は,自 萌会のテレビ,冷 蔵庫等については事務所の環境整備に

係る物品であるから目的外の使途であると主張するが,当 該事務所が

調査研究活動のために使用されている以上,そ の事務所を維持管理す

るために必要な費用,備品費,事務機器購入代,リース代等は前記 「事

務所費」に含まれるというべきであり,テ レビ放送の視聴による情報

収集が会派の行う調査研究活動に資することは否定できないし,事 務

所において議員や事務員が執務するにあたり冷蔵庫を備え付ける必要

性も認められるから,テ レビや冷蔵庫の購入費用も上記 「事務所費」

に該当するというべきである。

また,原 告は,浅 野,宮 西各議員の上記支出についてす購入された

事務機器等が私的に使用されている可能性も高いと主張するが,こ れ

らの事務機器は各議員による調査研究活動に必要といえるし,こ れら

が調査研究調査と無関係に使用されていることの具体的な主張 ・立証

はない。

したがって,本 件各会派による上記支出が本件使途基準に違反して

違法であるとは認めるに足りない。

例 】ヒ野,表 ,飛 弾各議員に対する支出について

a 証 拠 (各項末尾記載)及 び弁論の全趣旨によれば,以 下の事実が認

められる。

(a)北 野議員は,平 成 18年 3月 31日 ,備 品として引き出し付き棚

を購入して,7万円を支払い,自 萌会は,北 野議員に対し,平 成 17
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年度政務調査費から,本 件使途基準に定める 「事務所費」として7

万円を支出した。(甲33の 1・ 4)

(b)表 議員は,平 成 18年 3月 8日 ,パ ソコンー式を購入して 19万

5000円 を支払い,自 萌会は,表 議員に対し,平 成 17年 度政務

調査費から,本 件使途基準に定める 「事務所費」として 19万 50

00円 を支出した。(甲34の 1・ 2)

(c)飛 弾議員は,平 成 17年 7月 29日 ,コ ピー用台 (給紙装置)を

購入して 10万 円を支払い,自 萌会は,飛 弾議員に対し,平 成 17

年度政務調査費から,本 件使途基準に定める 「事務所費」として 1

0万 円を支出した。(甲35の 1・ 3)

ldl この点,原 告は,前 記備品について自萌会も二重に計上している

と主張するが,証 拠 (甲1, 30及 び31の 各 1, 34及 び35の

各 1)に よれば,自 萌会が前記備品を二重に計上して支出していな

いことは明らかである。

b 上 記で北野,表 ,飛 弾各議員についての前記備品は,い ずれも本件

使途基準にいう 「事務所費」にあたるというべきである。また,原 告

は,上 記支出について,購 入された備品が私的に使用されている可能

性も高いと主張するが, これらの備品は各議員による調査研究活動に

必要といえるし,こ れらが調査研究調査と無関係に使用されているこ

との具体的な主張 ・立証はない。

したがって,自 萌会による上記支出が本件使途基準に違反して違法

であるとは認めるに足りない。                 、

(功 円 地議員に対する支出について

証拠 (甲1, 2, 23の 1・ 4,乙 4)に よれば,自 松会は,円 地議

員に対し,H平成 17年 度の政務調査費から,イ ンターネット接続費用の

名目で,‐本件使途基準に定める 「事務所費」として 1万 7325円 を支
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出したことが認められる。

この点,会 派に所属する議員としての調査研究においてインターネッ

トによる検索を通じた情報収集という手段も当然許容されるべきであ

る。また,本 件施行細則に基づく本件明細書上,使 途科目 「10 使 用

料及び賃借料」のうち,そ の使途内容として К6)イ ンタエネット接続

料」が記載され,本 件使途基準において,議 員の支払ったインターネッ

ト接続料に対して政務調査費が支出されることが予定されていると認め

られる。そして,イ ンターネットに接続したパソコンが事務所に設置さ

れることを考えれば,イ ンターネット接続費用を本件使途基準に定める

「事務所費」として支出することも許されると解すべきである。

なお,原 告はインターネットのプロバイダーヘの接続料については調

査研究に要した使用頻度,時 間等が判然としないことをもって違法と主

張するが,イ ンターネットの開覧が調査研究活動と無関係に使用されて

いることを示す証拠はない。              ・

したがって,自 松会による上記プロバイダー接続料に係る円地議員へ

の政務調査費の支出が本件使途基準に違反するとは認めるに足りない。

l‐l 久木議員に対する支出について

原告は久木議員の通信費のうち3000円 分は支払先が仕出し弁当屋

になっているから使途を偽うた支出である旨主張するところ,証 拠 (甲

19の 6)に よれば,久 木議員が,平 成 17年 11月 7日 ,エ ム ・コッ

クサービス株式会社に対し,往 復ハガキ代として 3000円 を支払った

旨の領収書の存在が認められるが,支 払先が仕出し弁当屋であることを

認めるに足りる証拠はない。

したがって,自 松会が,久 木議員に対し,平 成 17年 度政務調査費か

ら上記3000円 を支出したことが本件使途基準に違反して違法である

とは認めるに足りない。
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視察研修 (調査)費

171 川崎議員に対する支出

a 証 拠 (各項未尾記載)及 び弁論の全趣旨によれば,川 崎議員は平成

17年 度,以 下の出張を行い,自 松会は,こ れらの出張に関し,平 成

17年 度の政務調査費から,本 件使途基準に定める 「調査旅費」とし

て合計46万 8080円 を支出したことが認められる。

(甲22の 1～ 8)

(a)同 議員は平成 17年 4月 18日 から同月19日 までの問,防 衛庁

事務次官に対し,小 松空港滑走路のかさ上げについての陳情を行う

ため東京都に出張し,自 松会は,同 出張に係る運賃, 日当,宿 泊費

として,同 議員に対し5万 8000円 を支出した。

(b)同 議員は同年 5月 20日 から同月21日 までの問,財 務省主計局

次長に面談し,小 松市の防衛庁からの土地の払下げについての要望

等を行うため東京都に出張し,自松会は,同出張に係る運賃,日当,

宿泊費として,同 議員に対し5万 8000円 を支出した。

(c)同 議員は,同 年 10月 17日 から同月18日 までの問,大 阪防衛

施設局施設局長及び同施設部長に対し,小 松空港本滑走路の完成時

期及び進捗状況についての調査を行うため大阪府へ出張し,自 松会

は,同 出張に係る運賃, 日当,宿 泊費として,同 議員に対し4万 1

200円 を支出した。

(d)同 議員は同年 11月 5日 から同月6日 までの間,東 京都内に所在

する森喜朗事務所に北陸新幹線の小松市までの早期着工についての

陳情を行い,ま た東京消防博物館を視察するため東京都へ出張し,

自松会は,同 出張に係る運賃, 日当,宿 泊費として,同 議員に対し

5万 8000円 を支出した。

(e)同 議員は同年 11月 18日 から同月20日 までの間,mコ マツに
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ついて高知県指宿市の市長,市 議会関係者と面談するため同市に出

張し,自 松会は,同 出張に係る運賃, 日当,宿 泊費として,同 議員

に対し9万 3480円 を支出した。

0 同 議員は,同 年 11月 24日 から同月25日 までの間,東 京都に

所在する福田康夫事務所及び日本カヌー連盟に対し,木 場潟におけ

る日本ジュニアウォーターレーシング等全国大会の誘致のため東京

都に出張し,自 松会は,同 出張に係る運賃, 日当,宿 泊費として,

同議員に対し5万 8000円 を支出した。

(g)同 議員は同年 12月 8日 から同月10日 までの問,那 覇防衛施設

局施設局長,那 覇基地副司令に対し,米 軍の本上分散,小 松基地ヘ

の分散の可能性についての調査を行うため沖縄県に出張し,自 松会

は,同 出張に係る運賃, 日当,宿 泊費として,同 議員に対し10万

1400円 を支出した。

b 証 拠 (甲22の 2～ 8,乙 4)に よれば,本件施行細則においては,

調査活動を行うために旅費を請求する場合は,旅 行命令書兼請求書 ・

領収書 (様式第3号 )に より行い,調 査活動終了後すみやかに事業報

告書 (復命書)を 提出するとされているところ,川 崎議員の上記視察

等については,い ずれも様式第 3号 による旅行命令書兼請求 ・領収書

及び復命書が提出され,復 命書には出張期間,要 件名,出 張先,面 談

者,要望事項 ・調査項目,相手先回答 ・調査結果について記載した上,

会派の代表者である西議員の押印がされていることや,相 手方の名刺

の写しが添付されるとともに同議員による陳情や要望に対する相手方

の回答についても記載されていることからして,川 崎議員が実際に調

査を行ったことが認められるし,先 に認定した調査目的等は,小 松市

に所在する小松空港や小松基地,地 元企業等に関する施策との関連性

が認められる。
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したがって,川 崎議員の上記各出張に対して自松会が政務調査費か

ら 「調査旅費」として金員を支出したことが,本 件使途基準から逸脱

して違法であるとはいえない。

竹)宮 西議員に対する支出

宮西議員が視察研修費を支出した裏付けとして,平 成 17年 6月 26

日,板 津町内会連合会名義の視察研修旅行負担金名目の2万 5000円

の領収書が提出されていることが認められるところ,他 の視察研修費の

支出と異なり,本 件施行細貝1に反して旅行命令書や復命書等が何ら添付

されておらず不自然であるし,そ の内容等についても何ら明らかではな

い上,領 収書の内容からしても,町 内会の旅行に議員が参加しその費用

を支払ったものである可能性もあることからすれば,上 記支出は調査研

究活動のための必要性に欠けるものであったことが窺われるというべき

であり,被 告が前記必要性について主張立証をしていない以上,上 記支

出は本件使途基準に違反する違法なものというべきである。

(功 自 萌会所属の各議員に対する支出

証拠 (甲30の 1・ 4, 31な いし35の 各 1)に よれば,自 萌会を

構成する舛田,吉 田,北 野,表 ,飛 弾各議員は,平 成 17年 4月 25日

から同月27日 まで,茨 城県つくば市の議会事務局次長,財 政課課長等

と面談して,同 市における財政再建と行政改革について視察を行うため

に同市を訪れ (以下 「本件視察」という。),自 萌会は,本 件視察に関

連し,平成 17年 度政務調査費から,本件使途基準に定める 「調査旅費」

として,上 記各議員に対し一人あたり8万 1370円 ,計 40万 685

0円 を支出したことが認められる。

この点,証 拠 (甲30の 1・ 4)に よれば,本 件視察については出張

期間,要 件名,出 張先,面 談者,要 望事項 ・調査項目,相 手先回答 ,調

査結果等について記載がなされ,会 派の代表者である舛田議員が押印し
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ている復命書が提出されていることや,相 手方であるつくば市議会事務

局次長の名刺やつくば市作成のものと思われる資料が添付されているこ

とからして,本件視察が上記の調査を一内容とすることが認められるし;

他市における行政施策に関する調査は会派としての調査研究との関連性

が認められるというべきである。したがって,自 萌会による本件視察に

係る上記支出が本件使途基準を逸脱して違法であるとは認めるに足りな

い 。

l‐l 吉田議員に対する支出

証拠 (甲32の 1・ 4)に よれば,吉 田議員は,英 語学習教材である

CD「 スピードラーニング中級コース」を購入し,平 成 17年 5月 20

日に5万 9010円 を支払い,自 萌会は,同 議員に対し,平 成 17年 度

の政務調査費から,本 件使途基準に定める 「研究研修費」として上記 5

万 9010円 を支出したことが認められる。

この点,前 記前提事実記載のとおり,本 件使途基準においては 「研究

研修費」として 「会派が研究会,研 修会を開催するために必要な経費又

は会派の所属する議員等が他の団体の開催する研究会,研 修会に参加す

るために要する経費」と規定し,例 示として 「会場費,講 師謝金,出 席

者負担金 ・会費,交 通費,旅 費,宿 泊費等」が挙げられているところ,

上記英語学習教材の購入費用は,上 記の例示のいずれにも該当せず,ま

た,会 派の研究会又は研修会等を開催又は参加するために必要な経費と

いうこともできない。

したがって,自 萌会が,吉 田議員に対して,上 記英語学習教材の購入

費用相当額を 「研究研修費」として政務調査費から支出したことは,本

件使途基準を逸脱するものであって違法である。

例 久 木,宮 西,北 出,灰 田各議員に対する支出について

a 証 拠 (各項末尾記載)に よれば,上 記各議員による下記の出張に関
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し,自 松会は,平 成 17年 度の政務調査費から,本 件使途基準に定め

る 「調査旅費」の一部として,現 地研修における日当の名目で,久 木

議員に対して6000円 を,宮 西議員に対して 1万 2000円 を,北

出議員に対して6000円 を,灰 田議員に対して 1万 8000円 を支

出したことが認められる。

(a)久 木,宮 西,灰 田各議員は,平 成 17年 11月 5日から同月6日

まで,東京森事務所,東京消防博物館を訪間するため東京に出張し,

自松会は,政 務調査費から,各 議員に対し, 日当として 1日 300

0円 ,計 6000円 を支出した。(甲19の 1・ 2,24の 1・ 2,

2 9 の 1 ・2 )

(b)宮 西,灰 田各議員は,平 成 18年 3月 4日 から同月5日 まで,東

京都に所在する沓掛哲男国務大臣 (当時)に 陳情ないし視察のため

に東京都に出張し,自 松会は,政 務調査費から,各 議員に対し, 日

当として 1日 3000円 ,計 6000円 を支出した。

(甲24の 1・ 2, 29の 1・ 4)

(c)北 出議員は,同 年 2月 23日 から同月24日 まで,消 防庁におい

て現地調査を行うために出張し,自 松会は,政 務調査費から,同 議

員に対し, 日当として 1日 3000円 ,計 6000円 を支出した。

(甲28の 1・ 4)

0)灰 田議員は,同 年 1月 19日 から同月20日 ,防 衛大学校を視祭

目的で訪問するために出張し,自 松会は,政 務調査費から,同 議員

に対し, 1日 3000円 ,計 6000円 を支出した。

( 甲2 9 の1 ・3 )

b 本 件使途基準に定める 「調査旅費」は 「会派の行う調査研究活動のン

ために必要な先進地調査又は現地調査に要する経費 (交通費,旅 費,

宿泊費等)」とされ,証 拠 (乙4)に よれば,本 件施行細則では,「先
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進地調査及び現地調査活動等に要する旅費」の積算は,議 会の議員の

報酬及び費用弁償に関する条例 3条 に従い小松市職員等の旅費に関す

る条例の市長等に相当する額とすると規定していることが認められ

る。

そして,小 松市職員等の旅費に関する条例によれば,市 の職員が出

張した際に支給される旅費の中に日当が含まれ (6条 1項 ), 日当は

旅行中の日数に応じ1日当たりの定額により支給するとされるととも

に (同条 6項 ),内 国旅行の旅費として市長等 (市長及び副市長)に

支給される日当は1日 につき3000円 と定められている (17条 )。

そうすると,市 長等が国内に出張した場合,前 記条例等に基づき,

旅費として 1日 につき3000円 の日当が支給されるのであるから,

本件施行細則によれば,会 派の行う調査研究活動のために必要な先進

地調査又は現地調査を行った場合の旅費には, 1日 につき3000円

の日当が含まれることになり,上 記各議員に対する日当の支出は本件

施行細則に基づくものということができる。そして,議 員が会派の行

う調査研究活動のために出張した場合に政務調査費から日当を支出す

ることは,そ の性質に照らして不当とはいえない。また,上 記各議員

が,同 一の出張に関して自松会から受領した日当以外に,別 の日当を

受領したとは認められない。

したがって,上 記各議員に対する上記支出が,給 与の二重払である

ということはできず,本件使途基準を逸脱するとも認められないから,

これを違法ということはできない。

ケ 資 料作成費 (武田議員)

例 被 告は,武 田議員は平成 17年 12月 26日 ,印 刷会社に対し,一 部

1050円 ,配布計450部 として,47万 2500円 の代金を支払い,

自松会は,平 成 17年 度の政務調査費から,本 件使途基準に定める 「資
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料作成費」として,上 記47万 2500円 を支出したと主張し,そ れに

沿うかのように思われる証拠 (甲27の 2)が 提出されている。

仔)し かし,上 記証拠 (甲27の 2)中 の,「資料配布先」との書き込み

がされた用紙には 「事務所の所在地」として住所が記載され,「立札及

び看板の類の枚数」に数字の書き込みが行われ,「上記の後援団体の本

件証票交付申請については公職選挙法海行令第 110条 の5第 5項 の同

意をします。なお私に係る後援団体のすべてを通じて既に交付された証

票の総数は 枚 です。」と印字されており,こ れらの記載に照らすと,

武田議員が作成した物が公職選挙法 143条 に定める立て札及び看板の

類である可能性があるばかりか,少 なくともその配布先が武田議員の後

援会である蓋然性が高く,本 件使途基準に違反して後援会活動に使用さ

れている可能性も否定できないが, この記載内容について,被 告は何ら

の主張,立 証も行っていない。

この点,被 告は,武 田議員が作成したのは福祉関係施策に関する小松

市の現状と施策の概要,他 の市との比較等をまとめた資料であると主張

しており,確 かに,前 掲証拠には,介 護の自治体負担に関する新聞記事

の書面が添付された用紙が含まれていることが認められるが,前 記資料

は450部 も作成されている以上,そ の資料を提出するのは容易である

にもかかわらず,そ れ自体提出されておらず,そ の内容は全く明らかで

はない上,提 出された前記用紙から直ちに被告の主張する内容の資料が

作成されたことを推認するのも困難であるし,他 にこれを認めるに足り

る証拠はない。

(功 以 上によれば,自 松会による武田議員に対する上記支出は,調 査研究

活動のための必要性に欠けるものであったことが窺われるというべきで

あり,被 告が前記必要性について主張立証をしていない以上,上 記支出

は本件使途基準に違反する違法なものというべきである。
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コ そ の他

例 食 事代 (自萌会,自 松会)

証拠 (甲1, 25の 1,3, 30の 1・ 5)に よれば,平 成 17年 度

政務調査費から,本 件使途基準に定める 「研究研修費」として,自 萌会

は,平 成 18年 2月 9日 ,麺 料理店に対して2万 5000円 を,自 松会

は,平 成 17年 6月 1日 ,う なぎ料理店に対して2万 2000円 をそれ

ぞれ支出したことが認められる。

上記証拠によれば,自 萌会による支出に係る麺料理店が発行した領収

書には 「5000円 ×5人 舛 田,吉 田,北 野,表 ,飛 弾」と記載され

ていることが認められ,上 記支出は同会の構成員である5名 の議員によ

る飲食代に対するものであることが認められる。また,上 記証拠によれ

ば,自 松会による支出に係るうなぎ料理店の発行した領収書には 「うな

重 10人 ×2100円 ×1.05」 と記載されていることが認められ,

上記支出は同会の構成員である10名 の議員による飲食代に対するもの

であることが認められる。

証拠 (乙4)に よれば,本 件施行細則では,「研修会,研 究会,公 聴

会その他の会議の開催に要する経費」に 「食糧費 (昼食代,飲 食代等政

務調査のために要した経費)」が含まれる旨規定していることが認めら

れる。

また,被 告は,自 萌会の上記支出に関する当裁判所の求釈明に対し,

政務調査のための随時開催する協議会に伴うものであると回答している

ところ,こ れが同会所属の全議員の食事代であることからすれば,被 告

の上記回答の内容が不自然とはいえず, これに反する証拠はない。自松

会の上記支出についても,同 会がこれを 「研究研修費」として支出して

いることから,上 記の食事代が会議等に伴うものであることが推認され

る。
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そして,上 記食事の代金は,自 萌会について1人当たり5000円 ,

自松会について 1人当たり2100円 であり,不 相当に高額とまでは言

い切れず,他 に上記各支出が違法であることを認めるに足りる証拠はな

い 。              ‐

以上によれば,本 件各会派による上記食事代に係る政務調査費の支出

が,本 件使途基準を逸脱して違法であると認めるに足りない。

竹)ゴ ム印の購入 (自松会)

証拠 (甲25の 1・ 2)に よれば,自 松会は,「自松会」,「西憲二」と

印字されたゴム印各 1個 ,「自民党こまつ政策研究会」と印字されたゴム

印 1個 を購入し,平 成 17年 5月 9日 ,「事務所費」として 1617円 を

支出したことが認められる。

ところで,自 松会のゴム印購入代金は本件使途基準の 「事務所費」に該

当するが,原 告は,上 記支出が使途基準に違反することについて具体的な

主張立証を行わないところ,上 記の証拠及び弁論の全趣旨によれば,各 ゴ

ム印は自松会の名称及び平成 17年 度同会派の所属議員であり代表者であ

る西議員の氏名が印字されたもので,「自民党こまつ政策研究会」につい

ても,証 拠 (甲22の 5, 24の 2)に よれば,自 松会に所属する議員が

復命書に会派の名称として前記研究会の名称を使用していることが認めら

れることからすれば,そ れは自松会の旧称や別称である可能性もある上,

その名称の中に政党の名称が含まれているからして政務調査活動ないし議

員活動と無関係であるとか,本 件規程6条 2項 にいう会派の政務調査活動

ではない政党本来の活動に用いたとまでは断定できないから,自 松会の上

記支出は,違 法と認めるに足りない。

3 違 法な支出と認められる額

以上によれば,本 件各支出のうち,本 件使途基準に違反する違法な支出は,

①自萌会においては,視察研修費5万9010円 ,②自松会においては;交通
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費のうちタクシー代 12万 7260円 ,視 察研修費2万 5000円 ,資 料作成

費47万 2500円 ,合 計 62万 4760円 である。

4 附 帯請求について

ところで,原 告は,被 告に対し,本 件各会派に対して不当利得金の返還と,

本件各会派が悪意の受益者であるとして訴状送達の翌日からの利息金の請求を

すよう求めているところ,本 件各会派が悪意であることを基礎づける事実につ

いては,原 告は何ら主張立証しておらず!前 記事実は認めるに足りない。

5 結 論

よって,原 告の請求は,被 告に対し,不 当利得に基づく返還請求として,自

萌会 (平成 17年 度の所属議員により構成されたもの)に 対して5万 9010

円を,自 松会 (平成 17年 度の所属議員により構成されたもの)に 対して62

万4760円 をそれぞれ支払うよう請求することを求める限度で理由があるか

らこれを認容し,「原告のその余の請求は理由がないからいずれも棄却すること

として,主 文のとおり判決する。

金沢地方裁判所第二部

裁判長裁判官 中 垣  内    健    治

裁判官 水

南

只J正野

ららアつ裁判官
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別義第11..(舞
・6条関係)

ウ 1  政 務 調 査 費, 貸: ぎ基 準 _

項

・・
．

目々
内 1  容

研究弱誉費
会栞が研究会、研債会を開援する走ゃ轟 経費又志会派研 津する
議員等が他の団体の踊推する様究会、研ほ会に参加するたあに糞ナと軽
費                        ・
・
(会場費、耕師謝金、出席者負担金ぬ会賢ミ交通費、旅費、宿増妥靭 1

調・査 れ 貫 会派の行う調査研究活動のために必要な先進地調草又は現遼嘉査だj要
す

。る経費

(交通費、ぷ☆、宿泊費等)
― ,

会派の行う調査研究活動のために必要な資料の作成に要する躍貿
'・ '

(軒酌製ホ代、翻試料、事務鞭盤購入代、リースfte)  ,

舞料作成 費

費・．入
■

聴

，

将舞 書派の行う調査研究活動のために必要な図書、資料準の購入に要する経1

費.                            1・  4

広 .率
'費

|

|

会派の調主研究活馳、                      `

Rす るために要する終策 …    .

は部紙、報告き印駒費、送料、会場費等)

P

公 犠
・
費 会派が住民からの行政及び会派た政策年に対する要望ヽ

た,の 会議等に軍する経費      ・

て会轡賞、印局J費、茶慕子代等)ィ

意見意吸収する

大 '件
 費 会派の行う調査研究番郵を続坤する駿員芦雇用する経差

事 務 取、彙 会派の行う調査研究番動のために略要な事務所の管理争に要する経費
(事務所の維持管理費、備品費、.寧野機器時八代、'夢―ス特等)!Ⅲ.

。
その魁め鞭
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(2」孫琢ひ)

一
覧表

政務調査費

金額 (円) 摘要

ガノリン代
灰田、北出、武田、西、久木、

橋本、川崎、円地、宮西、吉日、
北野、飛騨、表、浅野

2,520,000

甲19の8、甲20の8、甲21の5、甲22の9、甲
23の5、甲24の7、甲26の3、甲27の3、甲28

の5、甲29の7、甲32の5、甲33の5、甲34の

3、甲35の4

電話代
医里、_北出、武理、匹、_桝国、
久木、橋本、川崎、円地、宮西、
吉回、北野、飛騨、表

1,680,000

甲19の8、甲20の8、甲21の5、甲22の9、甲
23の5く甲24の7(甲 26の3く甲27の3(甲28

の5、甲29の7、甲31の4、甲32の5、甲33の

5、甲34の3、甲35の4         __

久木議員 視祭調査費 日当2日分 6,000 甲19の2

交通費 0 甲19の3

タクシー代加賀タクシー 127,260 甲10の1～15

有料道路料金 13,750

寿T犀尋r、|ュ紙| 十や0'994‐車ibあ3

通信費 3)000 甲19の6

浅野議員 新即ヽ |,矩
一
６

！一！

・一５

，

，
９
年

一
２

一

■
３

オ

MOA機 関紙 12,000 甲20の3～5

偉人伝 30,000

岡田茂吉遺作集 50,000

市政報告会 3万×9回 270,000 甲20の6

パノコン代 144,690 甲20の 7

橋本議員 新聞代13紙 35;6271

市政報告会 3万×6回 180,000 甲21の3

雑誌代 153,460 甲21の4

川崎議員 現地調査 7回 468,080 甲22の2～8

円地議員 新可代|?神 51;384 申21の211■■■|まり
市政報告会 3万×7回 210,000 甲23の 3

プロバイダー接続料 17,325 甲23の4

宮西議員 祝祭 日当 2日 6,000 甲24の 2

祝祭研修費(板津町) 25,000 甲24の 3

新聞代 2紙 37,870 甲24の4   1 注 151

市政報告会 3万×6回 180,000 甲24の 5

パノコン部品代 39,870 甲24の6

自松会 ゴム印 1,617 甲25の2

うな与食事代10人 22,000 甲25の3

りぶる代 36,000 甲25の4

日当 6)000 甲25の5

西議員 市政報告会 3万×4回 120,000 甲26の2

武田議員 資料作成費 472,500 甲27の2

一みケイ



北出議員 新可い1,狂 50i409
！
２，１

一

一の
十

一８

一

！９
■

一甲

注脩)
市政報告会 3万×12回 360,000 甲28の3

現地調査費 日当 2日 6,000 甲28の4

灰日議員 現地調査費 日当 6日 18,000 甲29の2～4

新育代!,紙|
市政報告会 3万×5回 150,000 甲29の6

自萌会 りぶる購入費 18,000 甲30の2

テレビ、テレビ台、冷蔵庫6月30 100,300 甲30の 3

視祭費 406,850 甲30の4

食事代 25,000 甲30の5

桝口議員 雑誌代 57,366 甲31の2

市政報告会 3万×12回 360,000 甲31の3

吉田議員 一紙
！

一
ワ

エ 車|力め'!

市政報告会 3万×3回 90,000 甲32の3

英語会話受講 59,010 甲32の4

北野議員 市政報告会 3万×2回 60,000 甲33の2

新師ぶ 祖
一

３

十

棚 (稲葉)3月 31日 70,000 甲33の4

表議員 パソコン代 3月8日 195,000 甲34の2

飛騨議員 百科事典 6月27日 39,900 甲35の2

複写機台 7月29日 100,Ooo 甲35の3

計 9,344,026

す竹|||‐‐‐鞭 驚異晶誓節穀疑罰驚澱 竹!甲甲竹坪―平|ヤギ1警■
す甲|!‐場鋤 薯露最守平暫TT干“|ギf平?4ぞ|?早1子千‐1軍でマ暫fW甲
千41‐寝鯖蓋撮尋電管|ギ千早年平‐11牛,1早可甲?千呼1軍lf↑肇“甲ff甘‐甲41
1口 患雲調 ミ

軍準イ甲攣 甲 T詳?‐やΨ
国新聞ぃ 研o臥アク知 ,800mの中 70m

とに) 北 出議員は中日新聞の34,960円は認めるが、Hヒ自新聞、アクタスの06j466円は認めないど  !|

T‐1磐霧鋼島8阜欝轡灘鞠輪郷留講う歩あ
千早 ‐翻 親 鞠 雇旨霊訂懇R:誓守

幸訴甲イ,ヤ
5中廓 めるが、】L勁 聞|イj311中t中瑚 爾||

注19) 北野議員あ中自新聞の31,955円は認あるがく北白新FFD、報知新曽、テクタネある7,61フ白は認めな
V 。`                                      ‐       !

～46_
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こ れ は 正 本 で あ る 。

平成 22年 3月 29日

金 沢 地 方 裁 判 所

裁判所書記官 畦 地  由


